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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題の一つと認識しており、健全かつ透明性の高い経営体制の確保並びに経営の意
思決定の迅速化と効率化に努め、株主をはじめ全てのステークホルダーにとっての企業価値の向上を図るとともに、企業としての社会的責任を果
たすため、コーポレート・ガバナンスが有効に機能する体制づくりに取組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、JASDAQ上場企業としてコーポレートガバナンス・コードの基本原則をすべて実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社リーガルコーポレーション 415,545 14.45

大成建設株式会社 222,600 7.74

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 118,600 4.12

中央建物株式会社 116,400 4.05

東京建物株式会社 100,000 3.48

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 95,600 3.32

ＰＨＩＬＬＩＰ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ（ＨＯＮＧ　ＫＯＮＧ）　ＬＩＭＩＴＥＤ 72,000 2.50

株式会社みずほ銀行 69,800 2.43

みずほ信託銀行株式会社 60,000 2.09

特種東海製紙株式会社 50,000 1.74

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

村上　勝彦 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

村上　勝彦 ○ ―――

同氏は、長年にわたり大学で経済学部の教授
を務め、経済学の専門家として活躍されまし
た。その後、学校法人の理事長として経営に携
わっております。当社においては社外取締役と
して客観的な視点で独立性をもった経営への
参画を期待しております。当社社外取締役以
外に会社経営に直接関与した経験はありませ
んが、これまで培ってこられた高い見識と豊富
な経験を当社の経営に活かして頂けるものと
考え、社外取締役として選任しております。ま
た、同氏は一般株主と利益相反が生じるおそ
れがないため、独立役員に指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、年間監査計画に基づく監査活動において、会計監査人による監査結果の報告を受けるほか、会計監査人と定期的な意見交換ををお
こなうとともに、適宜会計監査人による監査への立ち合いを行うなど、緊密な相互連携をとっております。

　また、内部監査部門として「業務監査室」を設置しております。監査役と業務監査室は月１回定期的な情報交換を実施し、当社グループの監査
結果や内部統制状況を報告しております。

　監査役及び監査役会は、業務監査室、会計監査人と監査実施内容に関する情報交換を定期・不定期に実施し、緊密な連携を維持しています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大倉　喜彦 他の会社の出身者 ○

早山　徹 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大倉　喜彦 ○

同氏が代表取締役社長である中央建物
株式会社の社外取締役に当社代表取締
役の伊藤隆男が就任しております。同社
は当社の株主であるほか特別な利害関係
はありません。

同氏は経営者として豊富な経験と幅広い見識
を有しており、独立役員としての要件も備えて
おります。今後、当社の経営全般に亘る監査機
能が高まることに貢献いただけるものと確信し
ております。



早山　徹 　 ―――

同氏の経営者としての優れた見識と深い経験
を当社の監査に反映していただくため同氏を選
任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

短期業績連動報酬（賞与）

　業務を執行する取締役の業績向上意欲を高め、中長期的な企業価値の向上に資することを目的として、短期業績連動報酬（賞与）を導入してお

　ります。

　短期業績連動報酬の額の算定基礎として選定した業績指標の内容は、連結及び単体の売上高、経常利益、当期純利益等であり、事業環境等

　の外的要因を含め総合的に評価を行います。また、当該業績指標を選定した理由は事業の成績等を表す指標であり、取締役の業績向上意欲

　を高めるためには重要な指標であると認識しているためであります。短期業績連動報酬の額の算定方法は、業績指標に対する評価に連動し、

　各取締役の業績への貢献度等を加味して７月、12月に金銭支給します。

現在、取締役への報酬は、基本報酬、短期業績連動報酬（賞与）、退職慰労金で構成しており、その他の制度については導入しておりません。

報酬につきましては、現時点において、当社では株主総会で承認を受けた役員報酬額内でその在任期間および委嘱する職務内容等を踏まえ役
員報酬を決定することで充分と考えております。今後につきましては、経営の環境等を総合的に勘案し取締役へのインセンティブ付与を検討して
まいります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

　第174期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬（員数、総額）は以下のとおりです。

　取締役(社外除く）に支払った報酬　対象６名　　167百万円　

　監査役(社外除く）に支払った報酬　対象１名　 　 17百万円

　社外役員に支払った報酬　　　　　　対象３名　　　24百万円

なお、代表取締役会長伊藤隆男氏に対する報酬額は、当社並びに当社子会社大鳳商事株式会社及び同大倉フーズ株式会社の合計で136百万
円となります。　

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は2021年２月19日開催の取締役会決議により、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決定しており、その内容は以下のとおり
です。　

　ａ 基本方針

　　・各役員の役割及び責任に応じた報酬体系を整備し運用することにより、ステークホルダーに対し透明性と公平性を確保します。

　　・業務を執行する役員の業績向上意欲を高め、中長期的な企業価値の向上に資することにより、ステークホルダーと利益を共有するものとしま

　　　す。

　　・報酬体系とその水準は、当社の業績を基本とし、経済情勢等を勘案して見直しを行います。



　ｂ 報酬体系

　　取締役の報酬は、月次で支給する基本報酬と短期の会社業績に連動する短期業績連動報酬、退任時に支給する退職慰労金で構成しており

　ます。なお、年間の報酬を100としたとき、基本報酬と短期業績連動報酬はおおむね75：25を基準とします。

　　・基本報酬

　　　内規に基づき、各取締役の職責や役位、在位に応じて月次で金銭支給します。

　　・短期業績連動報酬（賞与）

　　　　短期業績連動報酬の額の算定基礎として選定した業績指標の内容は、連結及び単体の売上高、経常利益、当期純利益等であり、事業環

　　　境等の外的要因を含め総合的に評価を行います。また、当該業績指標を選定した理由は事業の成績等を表す指標であり、取締役の業績向

　　　上意欲を高めるためには重要な指標であると認識しているためであります。短期業績連動報酬の額の算定方法は、業績指標に対する評価

　　　に連動し、各取締役の業績への貢献度等を加味して７月、12月に金銭支給します。

　　・退職慰労金

　　　　内規に基づき在任期間、役位に応じた基準額に、在任期間にわたる当社業績に対する貢献度を加味し、株主総会にて支給を決定し退任時

　　　に金銭支給します。

　※社外取締役は業務執行から独立した立場で監督・助言を行うため、短期業績連動報酬とはなじまないため、今後は固定報酬のみとすることを

　　検討してまいります。

　ｃ 報酬決定の手続き

　・取締役の報酬は、取締役会で連結及び単体の業績指標等を対計画・対前年度、経営環境等の観点から分析、評価し基準を確定したのち、取

　　締役会から委任された代表取締役社長が、第160回定時株主総会で承認された総額の範囲内で決定します。

　・監査役の報酬は、第160回定時株主総会で承認された総額の範囲内で、監査役の協議に基づき決定します。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役のサポート体制については、総務部が担当しその補助をしております。またその内容については、取締役会の議案
を事前に通知するとともに、重要な業務文書や各種報告書の閲覧等、経営情報の収集のサポートをしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

企業統治の体制は次の通りです。

１．株主総会

　株主総会は、当社の最高意思決定機関として位置し、取締役、監査役及び会計監査人を選任いたします。なお、当社は、株主総会の円滑な運
営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。また、株主総会で決議すべき次の事項については、取締役会で決議
できる旨を定款で定めております。

・取締役会決議によって株主還元策及び財務政策執行等を理由として、市場取引等により自己の株式を取得できる旨。

・取締役会決議によって機能的な株主配当を可能とするため中間配当を行うことができる旨。

２．取締役会

　取締役会は、取締役８名（うち１名は社外取締役）で構成されており、法令・定款に定められた事項、経営に関する重要事項を決定し、取締役が
相互に業務執行状況を監視しております。なお、当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

　取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行
う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　取締役会は、３ヵ月に１回の定例開催及び適宜に臨時開催しており、前事業年度においては双方あわせて18回開催しております。

３．監査役会

　当社は監査役設置会社であります。監査役は独立して当社グループ取締役の日常の業務執行の妥当性・適法性・効率性を広く検証し、監査及
び経営への助言や低減を行っております。監査役会は監査役４名（うち２名は社外監査役）で構成されております。なお、当社の監査役は４名以内
のする旨を定款で定めております。

　監査役会は、３ヵ月に１回の定例開催及び適宜に臨時開催しており、前事業年度においては双方あわせて７回開催しております。

４．経営会議

　経営会議は、取締役会が決定した基本方針に基づいて業務執行に関する計画及び諸方策を審議するために設置し、取締役、監査役、執行役
員及びその他スタッフで構成されており、原則毎月１回以上開催しております。また、各事業部における業務について報告を求め、統制、監視して
おります。

５．執行役員

　当社は、より明確な執行責任体制を構築する目的で執行役員制度を導入しており、執行役員は６名おります。

　執行役員は、取締役会が決定した経営方針に従い、代表取締役社長の指揮命令のもとで、取締役会により分掌された担当業務の執行責任を
になっております。

　

監査の状況は次の通りです。

１．監査役監査

　各監査役は取締役の職務の執行について、監査役会の定める監査基準及び分担に従い、監査を実施しており必要に応じて取締役等から業務
執行に関する報告を聞き、取締役会その他重要な会議に出席し、重要な決裁書類等を閲覧し、財産の状況を把握するため棚卸実査等を行ってお
ります。また、監査役は、定期的に監査役会を実施し、監査の分担などについて他の監査役と連携してその職務を遂行するとともに、会計監査人
からは、期初に監査計画の説明を受け、四半期ごとに四半期レビューの結果報告、期末に監査結果の報告を受けるなど、密接な連携を図ってお
ります。

２．内部監査

　当社は、コンプライアンス体制の強化と会社を取り巻く様々なリスクに対処するため「リスクマネジメント委員会」を設置しており、定期的に各部門
の代表者と意見交換を行い、業務全般に関して法令・定款及び社内規定の順守状況を検証しております。同時に組織横断的リスクに関して状況
の把握、分析、監視を行いリスクの未然防止を図り、適宜、取締役会、監査役に報告を行っております。また、業務監査室は構成員である３名が
中心となり定期的に全社の各部門から選抜されたプロジェクトのメンバーとともに業務執行の適正性・正当性・整合性及び相互牽制等が機能して



いるかを実地検証し、評定を行い内部監査の有効性の確保に取り組んでおります。

３．会計監査

　当社はアーク有限責任監査法人と監査契約を締結し、法令に基づく会計監査を受けております。同監査法人及び同監査法人の業務執行社員と
当社の間には、特別の利害関係はありません。

　前事業年度において業務を執行した公認会計士は、米倉礼二氏、藤本幸宏氏の２名であり、監査業務に係る補助者は公認会計士10名、その他
12名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役設置会社であります。監査役会は４名で構成されており、うち2名は社外監査役であります。社外監査役2名および社外取締役1
名は取締役会に出席して、それぞれの専門的な立場及び社外からの視点で取締役の職務執行状況を監視し、意見を述べております。また、監査
役による業務監査、会計監査および会計監査人との連携により取締役の職務執行を監査する体制は確立されており、現状の体制で経営に対す
る監視機能は有効であります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
通常、株主総会の日の17日以上前に発送するように取り組んでおります。本年は株主総
会の日の18日前の発送となりました。

電磁的方法による議決権の行使 2021年６月開催の定時株主総会の議決権行使より採用しました。

その他
東京証券取引所のホームページに招集通知を掲載しております。

また、招集通知の発送前開示を行いました。（2020年6月5日公表）

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
第2四半期、期末の決算説明資料を作成し、当社ホームページに掲載しており

ます。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ対応部署として総務部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「私たちの行動規準」を制定し、全役職員に周知徹底を図っております。その中で、「利害
関係者との公正で透明な関係の維持」を定め、ステークホルダーとの関係性、立場の尊重
に係る取り組みを行っております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
「私たちの行動規準」を制定し、全役職員に周知徹底を図っております。その中で、「環境
保全に関して」及び「社会との共生関係」を定め、環境保全活動及びＣＳＲ活動等の指針と
し、各々の活動を行っております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「私たちの行動規準」を制定し、全役職員に周知徹底を図っております。その中で、「利害
関係者との公正で透明な関係の維持」「公正で自由な競争に関して」「内部情報管理に関し
て」等を定め、ステークホルダーに対する情報提供に係る方針等としております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、取締役会において内部統制システムに関する基本方針、すなわち取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制について次のとおり定めております。

１．業務運営の基本方針

当社グループは、企業価値の向上に継続的に取り組み、社会的貢献と企業の利益創出の同時実現を通して、社会の信頼を確保することを経営
理念とする。

これを実現するために、

1）当社グループは、永年培った技術開発力をベースに、「お客様ニーズ」に合致する高品質の製品を提供し、「顧客満足度」を高めることで、中長
期的成長の持続を目指す。

2）当社グループは、社会的責任を果たすことが企業継続の基盤と認識し、法令・諸規定等の遵守に努め、公正且つ適切な経営の実現を図る。

3）当社グループは、意思決定プロセスの明確化と意思決定の迅速化に努める。

２．当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1)当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範のもとにその職務を遂行すべく、リスクマネジメント委員会が取締
役及び社員に対するコンプライアンス体制の強化を図る。また、リスクマネジメント委員会は業務全般に関して法令・定款及び社内規程等の遵守
状況を定期的に取締役会及び監査役に報告する。

2)法令上疑義のある行為等が報告された場合、取締役会は報告された事実に対する調査を行い適切な対策を講じるとともに、その内容を当社グ
ループ全体に周知徹底する。

3)リスクマネジメント委員会は、企業倫理規範及びコンプライアンス体制に係る規程として制定した、当社企業グループ共通の「私たちの行動基
準」の周知徹底のため、当社グループ内におけるコンプライアンス教育・啓発に努める。

３．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1)取締役または使用人の職務執行に係る重要な決定事項、議事録並びに情報等は、文書または電磁的媒体に記録し、文書管理規程に従い、適
切に保存し管理する。

2)取締役及び監査役は常時これを閲覧できる体制をとる。

４．当社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

1)各部門所管業務に付随するリスク管理は担当部門長が行い、適宜、リスクマネジメント委員会に報告し、リスクマネジメント委員会が、組織横断
的リスク状況の把握、分析、監視を行ない、リスクの未然防止を図る。

2)取締役会は、大地震、大規模災害その他事業を継続する上での有事に際しては、社長を本部長とする「緊急対策本部」が迅速に機能する態勢
を整備する。

3)安全・衛生、環境，防火・防災、犯罪等リスクを専管する組織として「安全衛生委員会」を定期的に開催し、課題の把握、対応策の確認並びに全
社への情報伝達を行う。また、リスク度の高い案件についてはリスクマネジメント委員会へ報告を行う。

4)法令違反その他の事由により損失の危険のある業務執行行為が発見された場合、または、経営に重大な影響を及ぼす案件が発生した場合に
は、管理部門管掌役員を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、適切に対処を図る。

５．当社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

1)職務権限規程に基づき、必要な決定と業務の執行を行う。

2)取締役会の意思決定の妥当性と客観性を高めるため、社外取締役を置く。

3)取締役・執行役員を構成員とする経営会議を定期的に開催し、取締役の業務執行状況の監督等を行う。

4)業務の運営については、中長期経営計画及び経営計画に基づく年度予算を策定し、全社的業績目標と予算の設定を行う。各部門においては、
その目標を達成するための具体策を立案し実行する。また、その結果については、毎月の経営会議で報告フォローする。

5)日常の業務執行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限委譲がなされ、各部門・レベルの責任者が意思決定ルールに則り
業務を遂行する。

６. 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

1)当社の取締役会は、社会的責任を果たしていく上で不可欠なコンプライアンス意識を、当社グループ共通のものとするため、「私たちの行動規
準」の周知徹底を図ることに加え、当社グループの企業集団として業務の適正と効率性を確保するため、グループ各社より、適宜、取締役会議事
録等の経営資料の徴求及び営業成績、財務状況その他重要な情報について、定期的に報告を受ける等、経営状況の把握を行うとともに、経営

管理及び内部統制に関する指導・助言の充実に努める。

2)当社グループのセグメント別事業に関し責任を負う取締役を任命し、グループ各社を含め、法令遵守、リスク管理体制を構築する権限と責任を
付与し、報告を求めるなど、これらを横断的に統括推進する。

3)当社は、子会社の自主性を尊重するとともに毎月定期的に開催される経営会議で、重要案件についての協議を行うこと等により、子会社の取締
役の職務の執行の効率性を確保するものとする。

4)子会社において、法令等に違反またはその懸念がある事象が発生あるいは発覚した場合、速やかに当社のリスクマネジメント委員会に報告す
る体制を構築する。

5)外国の子会社については、当該国の法令等の遵守を優先し、可能な範囲で本方針に準じた体制を構築する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取締役会はその具体的人選等につき監査役と協議の上、当該使用人を配
置する。

８．監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性確保に関する事項

1)監査役を補助する使用人の職務執行については、取締役等の指揮命令からの独立性を確保し、また、同使用人の人事に関する事項について
は、監査役の意見を尊重する。

2)監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役より受けたその監査役の職務に必要な範囲内において、取締役、他の使用人の指揮命令は受け
ないこととする。

９．当社及び当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制



1)当社及び当社グループの取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、またはそ
の恐れのある事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス及びリスク管理状況等を随時報告する。

2)監査役に対し、前項に定める報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けることがないよう取り組むこととする。

3)常勤監査役は、取締役会、経営会議等重要会議に全て出席し、必要に応じて意見を述べるほか、重要な決裁書類等の閲覧、業務執行状況の
聴取等を随時行い、取締役の職務執行監視体制を確保する。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1)監査役は、監査役会が定める監査役規則、監査役監査基準等に基づき独立性と透明性を確保しつつ、経営監視体制とコーポレートガバナンス
の強化を図る。

2)監査役は業務監査室長と適宜、意見交換を行い、監査機能の有効性、効率性を高めるため、相互に連携を行う。

3)監査役は当社の会計監査人と随時情報交換を行い、相互補完と連携を強化する。

4)監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、速やかに処理する。

11．財務報告の信頼性を確保する為の体制

1)当社は、金融商品取引法の定めに従い、財務報告の信頼性と適正性を確保し、内部統制報告書の提出を有効かつ適切に行うため、代表取締
役社長の指示の下、財務報告に係る内部統制を整備し運用する体制を構築、維持する。

2)代表取締役社長並びに取締役会は財務報告に係る内部統制の整備及び運用に対して監督責任を有しており、その整備状況及び運用状況を継
続的に評価し、必要な是正を行う。そのため、代表取締役社長が直轄する業務監査室が内部監査を実施し代表取締役社長並びに取締役会に報
告する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力排除に向けた取り組みとして、下記のとおり基本方針を定めております。

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対して、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断し、不当要求には一切

応じないことを基本方針としております。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

1）対応総括部署を総務部とし、リスクマネジメント委員会と連携し組織的な対応を行うこととしています。

2）管轄警察署や顧問弁護士、その他の関係機関と綿密な連携関係を構築し、情報収集と排除に努めています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させ、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基
本方針（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）に照らして不適切な者によって、当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること
を防止する取組みとして、「当社株式の大量買付行為に関する対応策」（以下「本プラン」といいます。）を導入しております。

１．会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念をはじめ当社の財務基盤や事業内容等の企業価値の様々な源
泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者で
なければならないと考えております。

　一方、金融商品取引所に上場する株式会社としての当社の株主の在り方は、市場での自由な取引を通じて決まるものであり、当社の支配権の
移転を伴う買収行為がなされた場合に、これに応じるか否かの判断も最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えておりま
す。

　しかしながら、株式の大量買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対して明白な侵害をもたら
すおそれのあるもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の株主や取締役会が買付行為や買付提案の内
容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することのないもの、買
付条件等が対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に照らして著しく不十分または不適当であるもの、対象会社の企業価値の維持・増大
に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊する意図のあるもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なく
ありません。

　当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大量買付等を行う者は、例外的に当社の財務及び
事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

２．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取組み

　当社は　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取組みと
して「当社株式の大量買付行為に関する対応策」（以下、「本プラン」といいます。）を継続しております。その概要は以下の通りです。

　本プランでは、当社株式に対し20％以上の買付行為（あらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体的な買
付方法の如何を問いません。以下、「大量買付行為」といいます。）を行おうとする者（以下、「大量買付者」といいます。）が大量買付行為実施前に
遵守すべき、大量買付行為に関する合理的なルール（以下、「大量買付ルール」　といいます。）を定めております。

　大量買付ルールは、当社株式に対して大量買付行為や買付提案が行われた場合に、当社株主の皆様が大量買付行為に応じるか否かを判断
するために、必要な情報や時間を確保し、当社取締役会の意見を提供し、更には当社株主の皆様が当社取締役会の代替案の提示を受ける機会
を確保することを目的としております。

　当社取締役会は、大量買付者に対し、大量買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に提供することを要請し、当該情報の提供
完了後、大量買付行為の評価・検討のための期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い公表することとし
ます。また、当該情報が大量買付行為を評価・検討するための情報として不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大量買付者に対して、
適宜合理的な期限を定めた上で（最初に大量買付情報を受領した日から起算して60日を上限とします。）、必要情報が揃うまで追加的に情報提供
を求めることがあります。

　当社取締役会は、大量買付者が、大量買付ルールを遵守した場合は、原則として大量買付行為に対する対抗措置は講じません。ただし、大量

買付者が大量買付ルールを遵守しなかった場合、遵守されている場合であっても、当該大量買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断する場合には、例外的に当社取締役会は、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を守ることを目的として、対抗措置を講ずることがあります。

　このように当社取締役会が、対抗措置の発動の是非について判断を行う場合は、その判断の客観性・合理性を担保するために、当社の業務執
行を行う経営陣から独立した社外取締役、社外監査役の構成で設置している独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、また、必要に応じて株主
総会の承認を得た上で行うものとします。

　具体的な対抗措置として、例えば新株予約権の無償割当を行う場合、議決権割合が一定以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権
の行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間及びその他の行使条件を設けることがありますが、この場合、大量買付者が
有する新株予約権の取得の対価として金銭を交付することは想定しておりません。

　本プランは、2021年6月29日開催の当社定時株主総会において株主の皆様のご承認を賜り継続しており、その有効期限は、2024年6月に開催予
定の当社定時株主総会終結の時までとなっております。

　本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.nippi-inc.co.jp/）に掲載（2021年5月25日のＩＲ開示情報）してお
りますのでそちらをご参照ください。

　　

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社の適時開示体制としては、情報管理責任者(情報開示担当役員）が開示体制の中心となり、決定事項・決算に関する事項については、直接

内容を確認の上開示します。また、発生事項に関しては、事由の発生都度、当社および当社子会社の部署の責任者から情報管理責任者ならび

に本社管理部門が報告を受け、最終的に情報管理責任者がとりまとめ、発生事由に関して適時開示の判断を行い、取締役社長に報告し、取締役
社長の指示を受け、情報の開示を行います。また、直ちに当社ホームページに同内容を掲載いたします。




